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令和7年度の支援事業報告について

中小企業者の脱炭素経営に向けた３つのステップ

SDGｓ経営促進事業補助金
（SBT認証取得等）

カーボンニュートラル
実践事業者宣言

SDGｓ経営促進事業補助金
（SBT認証取得等）

中小企業CO2排出量
可視化促進事業

地域脱炭素移行・再エネ推進事業
工場等遮熱断熱促進補助金

脱炭素経営に関する
セミナー開催
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②測る 中小企業CO2排出量可視化促進事業
市内の中小企業者を対象に、自社のエネルギー使用量やCO2排出量の把握を支援するとともに、排出削
減に向けた削減方法の提案を行う取組を行っています。

令和7年度の支援事業報告について

参考【令和６年度事業】

クラウドサービス
「e-dash」

CO2排出量などを簡易に
「見える化」でき、中小企業
者が自社の排出量の状況
を「見える化」する事業です。

【令和７年度事業】

金融機関との
「連携」

継続的に算定・削減に
取り組めるように、特定
の算ツールに限定するの
ではなく、経費負担がな
く、かつ各経営者が選択
した算定ツールを中心に、
事業を展開しています。

【実績】参加企業22社 【実績】参加企業36社

2

②測る 中小企業CO2排出量可視化促進事業

令和7年度の支援事業報告について

項目 感想

１ 中小企業版SBT

・今後サプライチェーンから脱炭素要請がくることが想定される
ことから、中小企業版SBT認定の取得を検討する。

・求職者や取引先への対外的PRを目的として、中小企業版SBT認
定の取得を検討する。

２ 脱炭素経営に
向けて

・省エネ活動による経費削減は意識していたが、脱炭素経営への
意識はなかったので参考になった。

・今回算定した自社の排出量が、同業他社と比べて高いのか低い
のかを知ることができ、参考になった。

・排出量削減方法についてよく理解し、今後の事業に活かしてい
きたい。

３ 無関心層

・無料で算定できるため今回申し込んだ。可視化事業の趣旨は理
解できるものの、人手不足もあり、今後も算定を継続できるか
は不透明。

・地場の業者との取引が多く、取引先からの要請やアンケートも
ないことから、優先して取り組む事業課題として考えてはいない。

■参加企業の主な感想
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令和6年度の環境省「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」の事業採択を受け、令和６年7月より、太陽光パネル、
蓄電池、空調機器、ＬＥＤ照明のハード整備の補助事業を開始。
事業採択期間のＲ６年度～Ｒ10年度の間、国交付金を活用し、事業所における再エネ導入等を支援していきます。

環境省交付金ページＵＲＬ https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/measures/#about

令和7年度の支援事業報告について
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（令和７年６月11日時点）

新潟県
新潟市
長岡市
新発田市
燕市
妙高市
南魚沼市

③減らす 地域脱炭素移行・再エネ推進事業

③減らす 地域脱炭素移行・再エネ推進事業【実績】

令和7年度の支援事業報告について

令和６年度実績
対象 申請数 予算 実績 執行率

・太陽光（自己設置） 3件 12,500千円 2,850千円 22.8(%)
・蓄電池 0件 10,666千円 0千円 0(%)
・高効率空調機器 14件 20,000千円 8,938千円 44.7(%)
・高効率照明機器 5件 10,000千円 3,634千円 36.3(%)
合計 22件 53,166千円 15,422千円 29.0(%)
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令和７年度実績
対象 申請数 予算 実績 執行率

・太陽光（自己設置） 2件 25,000千円 4,900千円 19.6(%)
・蓄電池 0件 21,334千円 0千円 0(%)
・高効率空調機器 26件 20,000千円 15,008千円 75.0(%)
・高効率照明機器 10件 10,000千円 6,903千円 69.0(%)
合計 36件 76,334千円 26,811千円 35.1(%)
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令和8年度 支援事業紹介（燕市予算のポイント抜粋）
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令和8年度 支援事業紹介（燕市予算のポイント抜粋）



設備 補助率 条件

太陽光発電設備

１KW当たり５万円
(上限は予算の限り)
KW：パネル容量または

パワコン容量の小さい方

発電した電気のうち50％以上を自家
消費すること。または、発電した電
気のうち30％以上を自家消費し、当
該需要家が消費する電力量を含めて
50％以上を新潟県の需要家が消費し
ていること。など

蓄電池システム

対象経費の１/３
（上限）
・家庭用(20kwh未満):14.1万円／ kwh
・業務用(20kwh以上):16.0万円／ kwh

中古の設備でないこと。など

高効率空調機器

対象経費の１/２
上限金額拡充
上限100万円（床面積250㎡未満）
上限200万円（床面積250㎡以上）

従来の空調機器に対して、30％以上
の二酸化炭素排出量の削減効果があ
ること。など

高効率照明機器

対象経費の１/２
上限金額拡充
上限100万円（床面積1000㎡未満）
上限200万円（床面積1000㎡以上）

いずれかの調光機能を有するLED機
器であること。など
・スケジュール制御
・明るさセンサによる一定照度制御
・在/不在調光制御 8

■燕市に本店、支店、工場、営業所その他これらに準ずるものを有する者

・中小企業者 ・医療法人 ・社会福祉法人 ・個人事業主

■燕市SDGｓ（カーボンニュートラル）実践事業者に登録されていること。など

■太陽光発電設備の場合（要件あり）

・リース事業者 ・ＰＰＡ事業者

補助対象者

補助対象
設備

屋根又は敷地設置
自家消費型

太陽光発電設備の
付帯設備であること

入替・新設
ともに対象

令和8年度 支援事業紹介

③減らす 地域脱炭素移行・再エネ推進事業（重要部分抜粋）




